
















　（3）連結禁止・連結放棄（以上第 35 巻第 4号）
　（4）連結範囲に関する事例
　（5）1998 年 12 月のプラン・コンタブル連結
会計規定の改正






 （第 38 巻第 1号 ,第 39 巻第 2号 ,第 3号）
　（10）外貨換算会計
 （第 39 巻第 4号 ,第 40 巻第 1号）
　（11）リース会計 （第 40 巻第 4号）
　（12）連結計算書類の作成基準
　　　（第 43 巻第 1 号 , 第 44 巻第 3 号 , 第 45 巻第
1 号 , 第 2 号 , 第 4 号 , 第 46 巻第 2 号 , 第
47 巻第 1号）
４．連結の会計方針と国際的基準への対応
 （第 49 巻第 1号）
５．税務会計の影響 （第 50 巻第 3号）
６．プラン・コンタブル・ジェネラルと税務会計






























進 し て き た。 国 家 会 計 審 議 会（Conseil 





































第 2 図表は、1957 年 PCG、1982 年 PCG およ





































1983 年調和化法 1985 年 1 月 3 日法
1998 年 4 月 6 日法（1）
2004 年 12 月 20 日オ
ルドナンス（2）
1968 年 CNC 報告書・勧告書
1986 年 PCG 連結会計原則
1999 年 連 結 会 計 規 則
（CRC 規則第 99-02 号）
（1）上場会社の連結計算書類に国際基準の適用を容認（旧商法典 L233-24 条）
（2）2002 年 7 月 19 日欧州規則を受けて上場会社の連結計算書類に国際会計基準（IAS/IFRS）
の適用を強制（2004 年オルドナンス第 2004-1382 号第 1条、商法典 L233-24 条）
（筆者作成）












益勘定」、クラス 8「特殊勘定」（1982 年 PCG）
または「成果勘定」（1957 年 PCG）、クラス 9「分





























































クラス 1 クラス 2 クラス 3 クラス 4 クラス 5 クラス 6 クラス 7 クラス 8






































す る も の で あ る（CNC,1986,p.Ⅰ.7, 中 村 他
訳,1984,8頁）。1982年PCGによれば（CNC,1986,p.

































と に し て、「 個 別 基 準 」 が 作 成 さ れ る
































る（公会計の一般規則に係る 1962 年 12 月 29 日デ




































1982 年 PCG によれば（CNC,1986,p.Ⅰ.7, 中村他








































































第 4図表　会計的分類、勘定計画および総合書類の関係        第 4図表 会計的分類、勘定計画および総合書類の関係 








































（CNC,1986,p.Ⅰ.47, 中村他訳 ,1984,34 頁）








































































































～ 5、成果に関する取引はクラス 6 ～ 7、分析
会計はクラス 9に分類される。
各クラスに属する勘定は、10 進法に基づき











































第 6図表　会計的分類と勘定計画第 6図表 会計的分類と勘定計画 
 )setpmoc ed snalP(画計定勘 類分的計会
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 要素 e 





























































3 桁以上の勘定番号の終わりの 0 は、勘定の
集合ないし集合勘定であることを表す。例えば、

























3 桁以上で勘定番号の終わりが 1 ～ 8 の勘定
は、すぐ上位の勘定（または勘定番号が 3 桁で 0
で終わる勘定）に記入される取引の明細を記入
するために用いる。例えば、第 5図表および第
6 図表に示すとおり、3 桁勘定の 211「土地」
勘定～ 218「その他の有形固定資産」勘定は上


























































1982 年 PCG は、 簡 易 シ ス テ ム（système 
abrégé）、基礎システム（système de base）およ





































　　　　（CNC,1986,pp. Ⅱ .64, Ⅱ .88, Ⅱ .102 に基づき筆者作成）
第 8図表　勘定計画と 3つの総合書類の体系第 8図表 勘定計画と 3つの総合書類の体系 
勘定番号の桁数 
5     発展システム 
 4   基礎システム 
 3   
 2 簡易システム 
1                             
抽象度 高           低 
　　　　　　　　（筆者作成）



































































































2）　1957 年 PCG の一般経営計算書の構造と
生産高・付加価値の測定
第 9 図表は、1957 年 PCG の一般経営計算書
（compte d’exploitation générale）および損益
計算書（compte de pertes et profits）の構造を
示したものである。なお、1957 年 PCG は当期
業績主義的な二計算書方式を採用している。当
該方式では、一般経営計算書は経常的損益を記









































































まず、1957 年 PCG の一般経営計算書の構造
であるが、貸方には、生産高を構成する項目が
記載されているのがわかる。すなわち、期末棚

























費高 = 原材料・商品仕入高 - 仕入値引・割引・











































































































































14　　フランス連結会計基準の国際的調和 (23)- 連結会計基準とプラン・コンタブル・ジェネラル -
第 10図表　社会会計システムにおける中継システム第 10図表 社会 計システムにおける中継システム 
経営勘定                                           生産勘定 

































































第 11図表　1957 年 PCG- 税務申告 - 国立統計経済研究所（INSĒĒ）企業部門の接続第 11図表 1957 PCG-税 -国立統計経済研究 (INSĒĒ)企業部門の接続 
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16　　フランス連結会計基準の国際的調和 (23)- 連結会計基準とプラン・コンタブル・ジェネラル -
4）　1982 年 PCG の成果計算書の構造




（Lochard,1980,p.92）。第 12 図表は、1982 年
PCG の基礎システムにおける成果計算書の構造
を示している。




















第 12図表　1982 年 PCGの成果計算書の構造（基礎システム）12図表 1982 年 PCGの成果計算書の構造(基礎システム) 






























 小 計 B 
 
    合  計    Ⅰ(A+B) 
共同事業取引成果割当額 Ⅱ 
財務収益        Ⅲ 
臨時収益        Ⅳ 
   
 
 収益合計(Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ+Ⅳ) 
  借方残高=損失 












  合  計     Ⅰ 
共同事業取引成果割当額  Ⅱ 
財務費用         Ⅲ 
臨時費用         Ⅳ 
企業成長成果従業員参加額 Ⅴ 
所得税等         Ⅵ 
 費用合計(Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ+Ⅳ+Ⅴ+Ⅵ) 
  貸方残高=利益 































さらに、1982 年 PCG の「発展システム」（大
企業向け・任意）の総合書類に、「経営中間差益
表（tableau des soldes intermédiaires de 
gestion）」 と「 資 金 計 算 書（tableau des 














































　　（CNC,1986,p. Ⅱ .110 より筆者作成）
18　　フランス連結会計基準の国際的調和 (23)- 連結会計基準とプラン・コンタブル・ジェネラル -
スタートし、これに中長期資金の源泉と運用か
ら純運転資金総額の変動額を明らかにする。当

























第 14図表 資金計算書の構造(発展システム) 


















































































































ジェネラルの適用に係る 1947 年 10 月 22 日デ
クレ第 47-2051 号」である。
当該デクレの第 1 条は、「会計標準化委員会
により作成され 1947 年 9 月 18 日国民経済省令
により承認されたプラン・コンタブルは、・・・


















1947 年 PCG 1947 年 9 月 18 日国民経済省令 1947 年 1 月 9 日デクレ
1947 年 10 月 22 日デクレ 47-2051 号
1957 年 PCG 1957 年 5 月 11 日経済・財務省令 同　　上
1982 年 PCG 1982 年 4 月 27 日経済・財務省令 1959 年 12 月 28 日法律第 59-1472 号
（第 55 条）
1999 年 PCG（CRC 規則第 99-02 号）1999 年 6 月 22 日経済・財務省令 1998 年 4 月 6 日法律第 98-261 号
　・国有化企業または国の補助金を受ける企業の監督を促進しプラン・コンタブルの適用を準備するための措置
を定める 1947 年 1 月 9 日デクレ
　・商工的性質を有する公施設および混合経済会社へのプラン・コンタブル・ジェネラルの適用を目的とする
1947 年 10 月 22 日デクレ 47-2051 号
　（筆者作成）
20　　フランス連結会計基準の国際的調和 (23)- 連結会計基準とプラン・コンタブル・ジェネラル -
式を定める。当該勘定分類は財務省令が承認し
たプラン・コンタブル・ジェネラルを手本とす
る（s’inspire du plan comptable général）も
のとする。その活動が主として商工的性質を有
するときには、勘定分類はプラン・コンタブル・
ジェネラルに従う（conforme au plan comptable 































































整備の改革に関する 1959 年 12 月 28 日法律第
59-1472 号」第 55 条が、「本法律の施行から起
算して最大 5年以内に、次に定める条件でプラ
ン・コンタブル・ジェネラルを漸次的に適用


























適合に係る 1998 年 4 月 6 日法律第 98-261 号」




4 月 27 日経済・財務省令には、参照法律条項
として唯一しかも最上位にこの 1959 年 12 月
28 日法律の第 55 条が挙げられている。
1959 年 12 月 28 日法律は商工企業の税務に
関係しているので、当該税法の枠組みに基づく
1957 年 PCG および 1982 年 PCG の適用対象は商
工企業である。1982 年 PCG の承認に係る経済・
財務省令の第 2 条は、「企業の会計は、遅くと






















les définitions édictées par le plan comptable 
général）。」（1965 年 10 月 28 日デクレ第 3 条、現







































まり、「商事会社に関する 1966 年 7 月 24 日法
















・帳簿・書類の 10 年間の保存義務（第 11 条）
・裁判における証拠としての商業帳簿（第12条）
・裁判における帳簿に関するその他の取扱い














・利益配当（第 347 条～第 350 条）
・役員賞与（第 351 条～第 353 条）
である。
また、「商事会社に関する 1967 年 3 月 23 日

































る 1965 年 11 月 29 日デクレ第 65-999 号」は、






（1967 年 3 月 23 日デクレ第 67-236 号第 294 条）




















義務と 1978 年 7 月 25 日 EC 理事会採択の第 4
号指令との調和化に係る 1983 年 4 月 30 日法律
第 83-353 号」（以下「1983 年調和化法」と呼ぶ）
と「商人および一定の会社の会計義務に関する
1983 年 4 月 30 日法律の適用に係る 1983 年 11















123-12 条第 1 項）、企業の財産の積極・消極
















































24　　フランス連結会計基準の国際的調和 (23)- 連結会計基準とプラン・コンタブル・ジェネラル -
の定義（R123-184 条）、社債償還プレミアム
の処理（R123-185 条）、繰延資産の処理と配

























EC 会社法指令第 4 号第 2 条第 3 項は、「年次
計 算 書 類 は 会 社 の 資 産（assets）、 負 債
（liabilities）、財務状況（financial position）
および損益（profit or loss）の真実かつ公正な
概観（true and fair view）を提供するものと
する。」と定めたが、1983 年調和化法第 9 条第

















する 1984 年 3 月 1 日法律第 84-148 号」とその












































号第 8条～第 21 条に従い、1983 年調和化法は、

















定め、第 11 条～第 13 条が貸借対照表の最低限
の義務的借方項目（商法典適用デクレ R123-182
条～ R123-183 条）を定めた。













類似資本」の部分を除き、1982 年 PCG とほぼ
同一のものであることがわかる。
第 16図表　貸借対照表の借方項目の比較





2）有形固定資産：土地 , 建造物 , 機械装置 , 工具器具 ,
前渡金・内金 ,建設仮勘定












1）無形固定資産：組織費 ,研究開発費 ,認許権 ,特許権 ,
許諾使用権 , 商標権 , ノウハウ等 , 営業権 , 前渡金・
内金
2）有形固定資産：土地 , 建造物 , 機械装置 , 工具器具 ,
建設仮勘定 ,前渡金・内金












（商法典 R123-182 条～ R123-183 条 ,CNC,1986,pp.Ⅱ.64-Ⅱ.65 より筆者作成）
26　　フランス連結会計基準の国際的調和 (23)- 連結会計基準とプラン・コンタブル・ジェネラル -
b.　成果計算書の分類と義務的項目
EC会社法指令第4号第22条～第30条に従い、
前出 1983 年調和化法第 2 条（旧商法典第 10 条
第 1 項・第 2 項）の規定を受けて、適用デクレ











分類および義務的項目は 1982 年 PCG とほぼ同
一のものであることがわかる。
成果計算書の項目に関して、1983 年調和化
法は、EC 会社法指令第 4 号の容認した収益・
費用の性質別分類（第 23 条・第 24 条）と機能
別分類（第 25 条・第 25 条）のうち、性質別分
類方式を選択しているが、当該方式はマクロ経
第 17図表　貸借対照表の貸方項目の比較
1983 年調和化法適用デクレの義務的項目 1982 年 PCG の項目（基礎システム）
1．自己資本
1）資本金 ,2）発行差金・類似の差金 ,3）再評価差異 ,






1）転換社債 ,2）その他の社債 ,3）金融機関借入金 ,4）その











1）転換社債 ,2）その他の社債 ,3）金融機関借入金 ,4）その他




（商法典 R123-190 条 ,CNC,1986,pp.Ⅱ.66-Ⅱ.67 より筆者作成）
第 18図表 - ①　成果計算書の借方項目の比較
































































適用デクレ第 10 条（商法典適用デクレ R123-181
条）以下が貸借対照表および成果計算書の最低
限の項目を法定した。また、1983 年調和化法




















第 18図表 - ②　成果計算書の貸方項目の比較

























（商法典 R123-192 条～ R123-193 条 ,CNC,1986,p.Ⅱ.68,R123-192,R123-193,CNC,1986,p.Ⅱ.69 より筆者作成）
28　　フランス連結会計基準の国際的調和 (23)- 連結会計基準とプラン・コンタブル・ジェネラル -
項目は EC 会社法指令第 4 号の規定に従ったも
のであるからである。1982 年 PCG の総合書類







ち、2009 年 1 月 22 日オルドナンス第 2009-79
号第 5- Ⅰ条により改正された現行商法典
L123-15 条第 2項は、国家会計審議会（CNC）を







































観（une image fidèle de la situation et des 
opéations de l’entreprises）を表す報告書を
提示するために、慎重性の規則を尊重して（dans 
le respect de la règle de prudence）、正規性
および真実性の義務（o b l i g a t i o n s  d e 
第 19図表　貸借対照表の固定資産項目の比較
1983 年調和化法適用デクレの義務的項目（固定資産） 1982 年 PCG の勘定分類（クラス 2「固定資産」）
1）無形固定資産：組織費 , 研究開発費 , 認許権 , 特許権 ,
許諾使用権 , 商標権 , ノウハウその他の権利 , 営業権 ,
前渡金・内金




20 無形固定資産：201 組織費、203 研究開発費、205 認許権・
特許使用権・許諾権・商標権・ノウハウ・その他の権利、
206 賃借権、207 営業権、208 その他の無形固定資産
21 有形固定資産：211 土地、212 土地付帯工事、213 建造物、








（商法典 R123-182 条～ R123-183 条 ,CNC,1986,pp.Ⅱ.64-Ⅱ.65 より筆者作成）
経営志林　第54巻1号　2017年4月　　29
régularité et de sincérité）を果たさなければ
ならない。」（1982 年 PCG の第Ⅰ編「一般規定・用






























お よ び 手 続 き に 準 拠 す る こ と で あ り






















年 7 月 24 日法律（第 10 条）、1935 年・1937 年
の改正（改正第 32 条第 1 項）を経て、商事会社



















年 PCG においても 1983 年調和化法においても、
「誠実な概観」概念の定義は見られない。
証券取引委員会（Commission des Opérations 


































































































会社法指令第 4号第 2条第 4項の追加的情報
提供義務や同条第 5項の離脱規定はこのための
規定である（12）。




























































































































40 年の長きにわたり PCG の一般的適用の法的
根拠であった前出「税務訴訟と各種税務的整備




が、1999 年 4 月 29 日会計規制委員会（CRC）規
則第 99-03 号として改訂・公表された。当該規
則（1999 年 PCG）は PCG から分析会計を、一般
会計から連結会計原則の部分を切り離し、1999
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